
【様式第1号】

（単位：円）

科目名 金額 科目名 金額

【資産の部】 【負債の部】

  固定資産 254,208,313,466   固定負債 103,995,726,984

    有形固定資産 249,914,151,189     地方債等 96,864,926,177

      事業用資産 65,703,416,975     長期未払金 -

        土地 31,733,013,184     退職手当引当金 2,850,177,000

        土地減損損失累計額 -     損失補償等引当金 -

        立木竹 -     その他 4,280,623,807

        立木竹減損損失累計額 -   流動負債 9,845,838,299

        建物 78,860,772,416     １年内償還予定地方債等 8,958,780,921

        建物減価償却累計額 -46,830,399,492     未払金 163,352,586

        建物減損損失累計額 -     未払費用 -

        工作物 2,771,739,089     前受金 -

        工作物減価償却累計額 -1,164,899,787     前受収益 -

        工作物減損損失累計額 -     賞与等引当金 352,420,021

        船舶 934,500     預り金 130,607,535

        船舶減価償却累計額 -934,499     その他 240,677,236

        船舶減損損失累計額 - 負債合計 113,841,565,283

        浮標等 - 【純資産の部】

        浮標等減価償却累計額 -   固定資産等形成分 267,911,087,213

        浮標等減損損失累計額 -   余剰分（不足分） -106,934,853,859

        航空機 -   他団体出資等分 -

        航空機減価償却累計額 -

        航空機減損損失累計額 -

        その他 -

        その他減価償却累計額 -

        その他減損損失累計額 -

        建設仮勘定 333,191,564

      インフラ資産 181,582,085,061

        土地 43,886,510,974

        土地減損損失累計額 -

        建物 8,892,715,839

        建物減価償却累計額 -5,300,073,668

        建物減損損失累計額 -

        工作物 277,826,235,084

        工作物減価償却累計額 -147,151,823,032

        工作物減損損失累計額 -

        その他 -

        その他減価償却累計額 -

        その他減損損失累計額 -

        建設仮勘定 3,428,519,864

      物品 8,878,324,361

      物品減価償却累計額 -6,249,675,208

      物品減損損失累計額 -

    無形固定資産 28,819,590

      ソフトウェア 27,604,690

      その他 1,214,900

    投資その他の資産 4,265,342,687

      投資及び出資金 693,792,371

        有価証券 359,103,371

        出資金 334,689,000

        その他 -

      長期延滞債権 748,658,460

      長期貸付金 80,814,734

      基金 2,879,872,132

        減債基金 -

        その他 2,879,872,132

      その他 -

      徴収不能引当金 -137,795,010

  流動資産 20,609,485,171

    現金預金 6,050,599,487

    未収金 475,726,350

    短期貸付金 10,779,600

    基金 13,691,994,147

      財政調整基金 5,292,572,027

      減債基金 8,399,422,120

    棚卸資産 102,761,203

    その他 364,222,546

    徴収不能引当金 -86,598,162

  繰延資産 - 純資産合計 160,976,233,354

資産合計 274,817,798,637 負債及び純資産合計 274,817,798,637

連結貸借対照表
（平成31年3月31日現在）



【様式第2号】

（単位：円）

    資産売却益 966,976

    その他 217,076,336

純行政コスト 66,731,939,089

    損失補償等引当金繰入額 -

    その他 12,205,999

  臨時利益 218,043,312

  臨時損失 761,504,655

    災害復旧事業費 -

    資産除売却損 749,298,656

    使用料及び手数料 5,613,575,027

    その他 935,266,727

純経常行政コスト 66,188,477,746

      社会保障給付 12,603,788,205

      その他 1,190,692,860

  経常収益 6,548,841,754

        その他 797,922,762

    移転費用 44,725,101,582

      補助金等 30,930,570,517

      その他の業務費用 2,167,083,236

        支払利息 1,184,413,624

        徴収不能引当金繰入額 184,746,850

        維持補修費 1,398,231,442

        減価償却費 8,202,482,022

        その他 5,024,935

        その他 1,391,928,999

      物件費等 18,344,873,740

        物件費 8,739,135,341

        職員給与費 6,088,373,265

        賞与等引当金繰入額 19,958,678

        退職手当引当金繰入額 -

  経常費用 72,737,319,500

    業務費用 28,012,217,918

      人件費 7,500,260,942

連結行政コスト計算書
自　平成30年4月1日
至　平成31年3月31日

科目名 金額



【様式第3号】

（単位：円）

科目名 合計 固定資産等形成分 余剰分(不足分) 他団体出資等分

前年度末純資産残高 162,808,832,985 268,818,480,948 -106,009,647,963 -

  純行政コスト（△） -66,731,939,089 -66,731,939,089 -

  財源 65,740,084,146 65,740,084,146 -

    税収等 41,095,385,508 41,095,385,508 -

    国県等補助金 24,644,698,638 24,644,698,638 -

  本年度差額 -991,854,943 -991,854,943 -

  固定資産等の変動（内部変動） -1,156,769,965 1,156,769,965

    有形固定資産等の増加 8,602,246,888 -8,602,246,888

    有形固定資産等の減少 -9,579,214,894 9,579,214,894

    貸付金・基金等の増加 1,296,956,514 -1,296,956,514

    貸付金・基金等の減少 -1,476,758,473 1,476,758,473

  資産評価差額 40,958,400 40,958,400

  無償所管換等 556,242,078 556,242,078

  他団体出資等分の増加 - -

  他団体出資等分の減少 - -

  比例連結割合変更に伴う差額 - - - -

  その他 -1,437,945,166 -347,824,248 -1,090,120,918

  本年度純資産変動額 -1,832,599,631 -907,393,735 -925,205,896 -

本年度末純資産残高 160,976,233,354 267,911,087,213 -106,934,853,859 -

連結純資産変動計算書
自　平成30年4月1日
至　平成31年3月31日



【様式第4号】

（単位：円）

前年度末歳計外現金残高 104,918,800

本年度歳計外現金増減額 25,688,735

本年度末歳計外現金残高 130,607,535

本年度末現金預金残高 6,050,599,487

財務活動収支 -304,581,566

本年度資金収支額 -1,534,213,832

前年度末資金残高 7,454,205,784

比例連結割合変更に伴う差額 -

本年度末資金残高 5,919,991,952

    地方債等償還支出 8,953,260,406

    その他の支出 136,321,160

  財務活動収入 8,785,000,000

    地方債等発行収入 8,785,000,000

    その他の収入 -

    資産売却収入 128,061,301

    その他の収入 135,842,236

投資活動収支 -5,104,062,586

【財務活動収支】

  財務活動支出 9,089,581,566

    その他の支出 -

  投資活動収入 3,195,416,680

    国県等補助金収入 2,202,025,622

    基金取崩収入 145,908,818

    貸付金元金回収収入 583,578,703

  投資活動支出 8,299,479,266

    公共施設等整備費支出 7,584,939,131

    基金積立金支出 128,180,135

    投資及び出資金支出 400,000

    貸付金支出 585,960,000

    災害復旧事業費支出 -

    その他の支出 1,650,000

  臨時収入 142,384,103

業務活動収支 3,874,430,320

【投資活動収支】

    税収等収入 40,921,639,751

    国県等補助金収入 22,330,270,913

    使用料及び手数料収入 5,593,027,355

    その他の収入 941,028,161

  臨時支出 1,650,000

    移転費用支出 44,725,101,582

      補助金等支出 30,930,570,517

      社会保障給付支出 12,603,788,205

      その他の支出 1,190,692,860

  業務収入 69,785,966,180

    業務費用支出 21,327,168,381

      人件費支出 7,543,131,326

      物件費等支出 10,307,399,902

      支払利息支出 1,184,413,624

      その他の支出 2,292,223,529

連結資金収支計算書
自　平成30年4月1日
至　平成31年3月31日

科目名 金額

【業務活動収支】

  業務支出 66,052,269,963
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１　重要な会計方針

(1)　有形固定資産及び無形固定資産の評価基準及び評価方法

　①　有形固定資産………………………………取得原価

　　　ただし、開始時の評価基準及び評価方法については、次のとおりです。

　　ア　昭和59年度以前に取得したもの………再調達原価

　　　　ただし、道路、河川及び水路の敷地は備忘価額1円としています。

　　イ　昭和60年度以後に取得したもの

　　　取得原価が判明しているもの……………取得原価

　　　取得原価が不明なもの……………………再調達原価

　　　　ただし、取得原価が不明な道路、河川及び水路の敷地は備忘価額1円としています。

　②　無形固定資産………………………………取得原価

　　　ただし、開始時の評価基準及び評価方法については、次のとおりです。

　　　取得原価が判明しているもの……………取得原価

　　　取得原価が不明なもの……………………再調達原価

(2)　有価証券及び出資金の評価基準及び評価方法

　①　満期保有目的有価証券……………………償却原価法（定額法）

　②　満期保有目的以外の有価証券

　　ア　市場価格のあるもの……………………会計年度末における市場価格

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（売却原価は移動平均法により算定）

　　イ　市場価格のないもの……………………取得原価

　③　出資金

　　ア　市場価格のあるもの……………………会計年度末における市場価格

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（売却原価は移動平均法により算定）

　　イ　市場価格のないもの……………………出資金額

(3)　棚卸資産の評価基準及び評価方法

　個別法による低価法，一部の会計にあっては先入先出法による原価法

(4)　有形固定資産等の減価償却の方法

　①　有形固定資産（リース資産を除きます。）…定額法

　　　　なお、主な耐用年数は以下のとおりです。

　　　　　建物　　３年～６０年

　　　　　工作物　１０年～６０年

　　　　　物品　　２年～１７年

　②　無形固定資産（リース資産を除きます。）…定額法

　　　（ソフトウェアについては、当市における見込利用期間（５年）に基づく定額法によっています。）

　③　リース資産

　　　　自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法

(5)　引当金の計上基準及び算定方法

　①　投資損失引当金

　　　市場価格のない投資及び出資金のうち、連結対象団体（会計）に対するものについて、実質価額が著しく低下した場合における実質価額と

　　　取得価額との差額を計上しています。

　②　徴収不能引当金

　　　未収金については、過去５年間の平均不納欠損率により（又は個別に改修可能性を検討し）、徴収不能見込額を計上しています。

　　　長期延滞債権については、過去５年間の平均不納欠損率により（又は個別に改修可能性を検討し）、徴収不能見込額を計上しています。

　　　長期貸付金については、過去５年間の平均不納欠損率により（又は個別に改修可能性を検討し）、徴収不能見込額を計上しています。

　③　退職手当引当金

　　　期末自己都合要支給額を計上しています。

　④　損失補償等引当金

　　　履行すべき額が確定していない損失補償債務等のうち、地方公共団体の財政の健全化に関する法律に規定する将来負担比率の算定に含めた

　　　将来負担額を計上しています。

　⑤　賞与等引当金

　　　翌年度６月支給予定の期末手当及び勤勉手当並びにそれらに係る法定福利費相当額の見込額について、それぞれ本会計年度の期間に対応する

　　　部分を計上しています。

(6)　リース取引の処理方法

　①　所有権移転ファイナンス・リース取引

　　　通常の売買取引に係る方法に準じた会計処理を行っています。

　②　所有権移転外ファイナンス・リース取引及びオペレーティング・リース取引

　　　通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を行っています。

(7)　資金収支計算書における資金の範囲

　　現金（手許現金及び要求払預金）及び現金同等物

　　なお、現金及び現金同等物には、出納整理期間における取引により発生する資金の受払いを含んでいます。　

(8)　その他財務書類作成のための基本となる重要な事項

　　物品及びソフトウェアの計上基準

　　物品については、取得価額又は見積価格が 50 万円以上の場合に資産として計上しています。

　　ソフトウェアについても物品の取扱いに準じています。

２　偶発債務

(1)　係争中の訴訟等

　　係争中の訴訟等で損害賠償等の請求を受けている主なものは次のとおりです。

　　①水戸地裁　平成３０年（ワ）第５８１号

　　　所有権移転登記手続等請求事件　1,600,000円

３　追加情報

(1)　財務書類の内容を理解するために必要と認められる事項

　①　一般会計等財務書類の対象範囲は次のとおりです。

　　　　一般会計

　　　　墓地公園事業特別会計

　　　　公共用地先行取得事業特別会計

注　記
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　　　　奨学資金特別会計

　　　　国民健康保険事業特別会計

　　　　後期高齢者医療事業特別会計

　　　　介護保険事業特別会計

　　　　公共下水道事業特別会計

　　　　東部第１土地区画整理事業特別会計

　　　　東部第２土地区画整理事業特別会計

　　　　佐和駅中央土地区画整理事業特別会計

　　　　佐和駅東土地区画整理事業特別会計

　　　　武田土地区画整理事業特別会計

　　　　六ッ野土地区画整理事業特別会計

　　　　阿字ヶ浦土地区画整理事業特別会計

　　　　船窪土地区画整理事業特別会計

　　　　農業集落排水事業特別会計

　　　　地方卸売市場事業特別会計

　　　　水道事業特別会計

　　　ただし，公共下水道事業特別会計については，現在地方公営企業法の適用に向けた作業中であるため，暫定的に一般会計等に準じて簡易な方法に

　　より作成した財務諸表を基に連結しているため，今後計数に大きな異動が生じる可能性があります。

　②　地方自治法第 235 条の 5 に基づき出納整理期間が設けられている会計においては、出納整理期間における現金の受払い等を終了した後の計数を

　　　もって会計年度末の計数としています。

　③　地方公共団体の財政の健全化に関する法律における健全化判断比率の状況は、次のとおりです。

　　　実質赤字比率　　　　　－％

　　　連結実質赤字比率　　　－％

　　　実質公債費比率　　９．３％

　　　将来負担比率　　５０．４％

　④　利子補給等に係る債務負担行為の翌年度以降の支出予定額 1,527,532,000円

(2)　貸借対照表に係る事項

　①　地方交付税措置のある地方債のうち、将来の普通交付税の算定基礎である基準財政需要額に含まれることが見込まれる金額

　　　48,461,115,000円

　②　地方公共団体の財政の健全化に関する法律における将来負担比率等の算定要素は、次のとおりです。

　　　標準財政規模　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　29,550,411,000円

　　　元利償還金・準元利償還金に係る基準財政需要額算入額　 3,996,681,000円

　　　将来負担額　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　89,128,366,000円

　　　充当可能基金額　　　　　　　　　　　　　　　　　　　16,563,368,000円

　　　特定財源見込額　　　　　　　　　　　　　　　　　　　11,212,231,000円

　　　地方債現在高等に係る基準財政需要額算入見込額　　　　48,461,115,000円

(3)　純資産変動計算書に係る事項

　純資産における固定資産等形成分及び余剰分（不足分）の内容

　①　固定資産等形成分

　　　固定資産の額に流動資産における短期貸付金及び基金等を加えた額を計上しています。

　②　余剰分（不足分）

　　　純資産合計額のうち、固定資産等形成分を差し引いた金額を計上しています。

(4)　資金収支計算書に係る事項

　①　一時借入金

　　　資金収支計算書上、一時借入金の増減額は含まれていません。

　　　なお、一時借入金の限度額及び利子額は次のとおりです。

　　　　一時借入金の限度額　　　7,600,000,000円

　　　　一時借入金に係る利子額　　　　　　　0円

　②　重要な非資金取引

　　　重要な非資金取引は以下のとおりです。

　　　　なし
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